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(57)【要約】
目標とする対象の温度を判定する装置およびシステムを
開示する。温度検知システムは、ソースから放出する電
磁放射線（例えば、マイクロ波等）を検知するアンテナ
を含むことができる。この電磁放射線に基づいて、アン
テナは温度信号を生成する。スイッチは、アンテナの出
力にまたはそれに隣接して配置され、温度信号および終
端からの基準信号を受ける。温度信号および基準信号は
、ケーブルに沿って、信号変換器まで伝えられる。温度
信号が伝えられるときにこれに影響を及ぼす信号変化イ
ベントは、基準信号にも影響を及ぼす。つまり、信号変
化イベントによって生ずる誤差はいずれも自動的に打ち
消される。信号変換器は、温度信号を測定するかまたそ
うでなければ処理し、温度信号、基準信号における誤差
を補正する必要がないので、ソースの温度信号を精度高
く計算する。
【選択図】図３
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　対象の体内の温度を非侵襲的に測定する変換器と信号変換器との間において通信を行う
装置であって、
　変換器のアンテナによって受信された信号を前記変換器から、放射計を含む信号変換器
に伝達するケーブルであって、変換器端と、逆側の受信機端とを有する、ケーブルと、
　前記ケーブルの前記変換器端との関連のために構成された、前記信号変換器用のスイッ
チと、
を含む、装置。
【請求項２】
　請求項１記載の装置において、前記スイッチが、前記変換器の出力コネクタと着脱自在
に結合されるように構成された入力コネクタを含む、装置。
【請求項３】
　請求項２記載の装置において、前記スイッチが、前記ケーブルの前記変換器端において
着脱自在にコネクタと結合されるように構成された出力コネクタを含む、装置。
【請求項４】
　請求項２記載の装置において、前記スイッチが前記ケーブルの一部を含み、前記スイッ
チの前記入力コネクタが、前記ケーブルの前記変換器端において変換器コネクタを含む、
装置。
【請求項５】
　請求項１記載の装置において、前記スイッチが前記変換器の一部を含む、装置。
【請求項６】
　請求項５記載の装置において、前記スイッチが、前記変換器のアンテナの出力と前記変
換器の出力コネクタとの間に配置され、前記出力コネクタが、前記ケーブルが前記変換器
に着脱自在に結合されることを可能にするように構成される、装置。
【請求項７】
　請求項６記載の装置において、前記スイッチの出力コネクタが前記変換器の出力コネク
タを含む、装置。
【請求項８】
　請求項１～７のいずれか１項記載の装置において、前記ケーブルが同軸ケーブルを含む
、装置。
【請求項９】
　請求項８記載の装置において、前記同軸ケーブルが、
　前記変換器のアンテナからの温度信号と、前記変換器に関連する基準サーミスタからの
基準信号とを含む多重化信号を伝達する導体エレメントを含む、装置。
【請求項１０】
　温度検知システムの信号変換器のためのスイッチであって、
　温度信号を含む第１入力ポートと、
　基準信号を含む第２入力ポートと、
　出力であって、
　前記変換器から前記温度検知システムの信号変換器に信号を伝達するケーブル、または
　前記変換器から前記温度検知システムの信号変換器に信号を伝達するケーブルの変換器
端に着脱自在に結合されるように構成されたコネクタ、
に結合された出力と、
を含む、スイッチ。
【請求項１１】
　請求項１０記載のスイッチにおいて、前記出力のコネクタが、
　前記温度信号および前記基準信号に同じ信号変化イベントを受けさせるように、前記温
度信号および前記基準信号を前記出力を介して交互に伝達することを可能にし、
　前記信号変化イベントが前記温度信号を変更するために生ずる温度計算誤差を低減する
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、スイッチ。
【請求項１２】
　温度検知システムの変換器であって、
　アンテナと、
　出力コネクタと、
　前記温度検知システムの信号変換器のためのスイッチであって、
　前記アンテナと前記出力コネクタとの間に位置付けられる、または
　前記出力コネクタに隣接して着脱自在に位置付けられるように構成される、スイッチと
、
を含む、変換器。
【請求項１３】
　請求項１２記載の変換器であって、前記スイッチが、
　温度信号を含む第１入力ポートと、
　基準信号を含む第２入力ポートと、
　出力であって、
　前記変換器から前記温度検知システムの信号変換器に信号を伝達するケーブル、または
　前記変換器から前記温度検知システムの信号変換器に信号を伝達するケーブルの変換器
端に着脱自在に結合されるように構成されたコネクタ、
に結合された出力と、
を含む、変換器。　　
【請求項１４】
　請求項１２または請求項１３記載の変換器において、前記スイッチが前記アンテナと前
記出力コネクタとの間に電気的に配置される、変換器。
【請求項１５】
　請求項１２または請求項１３記載の変換器において、前記スイッチが、前記出力コネク
タの前記アンテナとは逆側に電気的に配置され、更に、出力を含み、該出力が、
　前記変換器から前記温度検知システムの信号変換器に信号を伝達するケーブル、または
　前記変換器から前記温度検知システムの信号変換器に信号を伝達するケーブルの変換器
端に着脱自在に結合されるように構成されたコネクタ、
に結合される、変換器。
【請求項１６】
　温度検知システムであって、
　対象の体内から温度信号を受信するように構成されたアンテナを含む変換器と、
　前記アンテナから信号を受けるように構成された放射計を含む信号変換器と、
　前記変換器と前記信号変換器との間において通信を行うように構成されたケーブルと、
　前記変換器によって、または前記ケーブルによって、あるいは前記変換器と前記ケーブ
ルとの間に支持されるように構成され、更に前記信号変換器への信号の伝達を制御するよ
うに構成されたスイッチと、
を含む、温度検知システム。
【請求項１７】
　請求項１６記載の温度検知システムにおいて、前記スイッチが前記変換器と前記ケーブ
ルとの間に電気的に配置される、温度検知システム。
【請求項１８】
　請求項１７記載の温度検知システムにおいて、前記スイッチが前記ケーブルの変換器結
合端に配置される、温度検知システム。
【請求項１９】
　マイクロ波温度センサによって行われる温度計算において誤差を低減する方法であって
、
　目標からマイクロ波を受信するステップであって、前記マイクロ波が前記目標の温度を
示す、ステップと、
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　前記目標から受信した前記マイクロ波に対応する温度信号を生成するステップと、
　基準信号を生成するステップと、
　前記温度信号および前記基準信号を共通導体エレメントに沿って伝えるステップと、
　前記温度信号および前記基準信号に同じ信号変化イベントを受けさせるステップと、
　放射計において変更温度信号および変更基準信号を受信するステップと、
　前記目標の温度計算を可能にするために、前記変更温度信号および前記変更基準信号を
処理するステップと、
を含む、方法。
【請求項２０】
　請求項１９記載の方法において、前記変更温度信号および前記変更基準信号を処理する
ステップが、前記変更温度信号に対する変化の程度を補正することなく、前記目標の温度
計算を可能にする、方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本開示は、一般には、対象の体の少なくとも一部の温度を判定する装置およびシステム
に関し、更に特定すれば、温度信号に対する意図しない外部の寄与(contributors)、また
は「誤差誘発変更」(error-inducing modification)を自動的に補正するように構成され
た温度測定装置およびシステムに関する。具体的には、本開示は、アンテナと放射計のよ
うな信号変換器との間にある１本以上のケーブルに沿って温度信号が送信されるときに発
生する、温度信号に対する誤差誘発変更を排除するように構成された装置およびシステム
に関する。
【背景技術】
【０００２】
　マイクロ波温度検知システムは、通例、アンテナおよび放射計を含む。アンテナは、目
標ソースからの１つ以上の選択された周波数（例えば、ある範囲の周波数等）のマイクロ
波を受信し、このマイクロ波はソースの温度を示す。次いで、アンテナは、このアンテナ
によって受信されたマイクロ波の強度に対応する信号、つまりソースの温度に対応する信
号である「温度信号」を生成する。この信号は放射計に伝えられ、放射計は、ソースの温
度計算を容易にするようなやり方で信号を測定するか、またそうでなければ処理する。
【０００３】
　通例、技術的現状の放射計にはスイッチが装備されており、このスイッチは温度信号ま
たは基準抵抗、あるいはいわゆる「温度抵抗」または「終端」(termination)を放射計の
残りの回路に伝える。終端は、既知の一定値を有し、温度信号から温度を計算するときに
使用するための正確な基準値を与える。
【０００４】
　あるマイクロ波温度検知システムでは、アンテナが放射計から離れて配置されており、
ケーブルまたは他の導電性エレメントによって放射計と通信する。対照的に、終端はスイ
ッチにおいて生成されるか、またはスイッチに近い位置において生成される。その結果、
終端は、通例、温度信号が任意のケーブルまたは他の導電性エレメントに沿って送信され
る間に温度信号が受けるのと同じ要因を受けないことになる。
【０００５】
　望ましくなく温度信号を変化させる要因の１つは信号減衰であり、一般に「損失」と呼
ばれている。これは、温度信号が、ケーブルの導体エレメントのような導体エレメントに
沿って送信されるときに発生するおそれがある。損失は、特に、使用が簡単で邪魔になら
ないケーブル（例えば、可撓性ケーブル、形状記憶を欠くケーブル等）では問題となる。
図１は、温度信号がアンテナ１２からケーブル３０を通って放射計のような信号変換器４
０まで通過するときに、温度信号に寄与する可能性がある損失Loss1、Loss2、Loss3等の
模式表現を示す。これらの損失Loss1、 Loss2、Loss3等の、信号変換器４０において計算
される温度（Tradiometer）に対する影響、つまり、アンテナ１０によって測定された信
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号（Ｔantenna）に影響を及ぼす程度は、以下の式によって表される。
【０００６】
【数１】

【０００７】
ここで、各下付き数値は、エレメントｘを表し（例えば、ケーブルの一部等であり、上の
式における各下付き数値は特定のエレメントｘに対応する）、各「Loss」は、特定のエレ
メントｘによる部分的信号電力消散であり、Ｔ１、Ｔ２、Ｔ３等は、各エレメントｘにお
ける損失Loss1、Loss2、Loss3等に関連する温度である。
【０００８】
　図２は、異なる損失値を有するケーブルによって送信される温度信号に対する温度の影
響を示すグラフである。図２のグラフの元になるデータを提供するために使用されたシス
テムは、２５℃のケーブル温度に対して較正された。ケーブルの温度（ｘ軸）が変化する
に連れ、温度信号も変化し、したがって放射計によって測定される温度（ｙ軸）も変化し
た。温度信号および対応する温度測定値が変化した度合いは、損失の関数であり、損失が
少ないケーブル（例えば、グラフにおいて－０．２ｄＢの損失を有するケーブル）程、損
失が多いケーブル（例えば、グラフにおいて－１．０ｄＢの損失を有するケーブル）より
も、温度測定値に対する影響が少ない。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
　したがって、損失、ケーブルに対する温度の影響、そして可能性がある他の要因を、こ
こでは纏めて「ケーブルの影響」および「信号変化イベント」と呼び、これらは温度信号
に影響を及ぼすおそれがあり、更に、この温度信号に基づくあらゆる温度計算の信頼性を
低下させるおそれがある。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　本開示による温度検知システムは、アンテナ、スイッチ、ケーブル、および信号変換器
を含む。このような温度検知システムでは、アンテナの出力とスイッチとの間の距離を最
小化することができ、温度信号および基準が、同じまたは実質的に同じケーブルの影響あ
るいは信号変化イベントを受けることができる。
【００１１】
　アンテナは、目標ソースから発する温度の少なくとも１つの指標（例えば、マイクロ波
のような電磁放射線等）を非侵襲的に検知し、検知した温度の指標（１つまたは複数）に
対応する温度信号を生成するように構成されている。アンテナは、変換器の一部を含んで
もよく、変換器はアンテナによる温度検知を容易にするように構成することができる。あ
る実施形態では、アンテナ（およびこのアンテナが一部である場合には変換器）は、対象
の体の一部における温度の少なくとも１つの指標を（例えば、対象の体内のある位置等か
ら）非侵襲的に検知するように構成することができる。アンテナは、少なくとも１つの指
標のソースにおける温度を示す温度信号を生成する。
【００１２】
　スイッチは、アンテナから温度信号を受け、アンテナとケーブルとの間に位置付けられ
る。スイッチは、温度信号および基準回路からの基準信号（例えば、一定温度に保持され
た抵抗性負荷等）、またはいわゆる「終端」を信号変換器に交互に送信することを可能に
する。更に具体的には、スイッチは、アンテナからの温度信号を受ける第１入力と、終端
からの基準信号を受ける第２入力とを含むことができる。つまり、スイッチは従来の放射
計スイッチと同様に構成することができ、温度信号から温度を測定するときに使用する基
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準を与えるために、基準信号を放射計または他の信号変換器に送信する。
【００１３】
　スイッチは従来の放射計スイッチのように構成されるが、スイッチは信号変換器とは別
個であり、離れている。ある実施形態では、スイッチは変換器の一部を含むこともできる
。他の実施形態では、スイッチは、変換器またはアンテナとケーブルとの間に組み込む(a
ssembly)ように構成することもできる。更に他の実施形態では、スイッチはケーブルの一
部を含むこともできる。
【００１４】
　アンテナ近傍におけるその配置のために、ケーブルの信号変換器とは逆側において、即
ち、信号変換器の上流側において、スイッチはその入力、即ち、温度信号および基準信号
を交互にその出力に、そして１本のケーブルまたはその出力と連通する任意の他の導体エ
レメントに伝える。スイッチは、これらの信号を選択的に、自動的に１つ以上の所定の周
波数で、または任意の他の適したやり方で出力することができる。
【００１５】
　スイッチの出力はケーブルと連通する。ケーブルは、温度信号および基準信号を送信す
るのに適した任意の導体エレメントを含むことができる。開示する主題の範囲を限定する
ことなく、ケーブルは同軸ケーブルを含むことができる。本開示の検討により当業者には
明白になるであろうが、種々の異なるタイプのケーブルを選択することができ、比較的大
量の損失を出すケーブル、重要な熱絶縁性を欠くケーブル、および他の信号変化イベント
の影響を受け易いケーブルを含む。つまり、本開示による温度検知システムでは、温度検
知システムが温度を判定するときの精度に影響を及ぼすことなく、多種多様のケーブルを
使用することができる。この特徴は、低損失特性ではなく、便利さ（例えば、可撓性、長
さ等）に基づいたケーブルの選択を可能にする。
【００１６】
　ケーブルは温度信号および基準信号を信号変換器に伝える。種々の実施形態において、
信号変換器は放射計を含むことができる。信号変換器は、温度信号および基準信号を１つ
のタイプ（またはフォーマット）から他のタイプに変換するように構成された１つ以上の
放射計を含むことができ、つまり、ソースの温度を計算するためにこれらの信号の使用を
可能にするやり方で、温度信号および基準信号を測定するまたそうでなければ処理するこ
とを可能にする。
【００１７】
　本開示では、ケーブルから上流にスイッチを位置付けることにより、そして温度信号お
よび基準信号を同じ導体エレメントに沿って伝えることによって、温度信号に対して影響
を及ぼすおそれがある信号変化イベント（例えば、損失、ケーブルの温度変化等）が、基
準信号に対して同じ影響または実質的に同じ影響を及ぼすことになる。更に具体的には、
スイッチがその出力を温度信号と基準信号との間で交替するとき、あらゆる信号変化イベ
ントが温度信号および基準信号に同様にまたは実質的に同様に、および／または同じ程度
にまたは実質的に同じ程度に影響を及ぼすことができる。温度信号の処理は、通例、温度
信号と基準信号との間の差を発見することを伴う。ケーブルに沿った損失を含む、双方の
信号に共通である影響はいずれも皆無にまたは実質的に皆無に減少し、測定誤差の原因で
あるこの影響を排除または実質的に排除する。「実質的に」という用語は、信号変化イベ
ントが温度信号および基準信号に影響を及ぼす態様および／または程度に関連して使用す
る場合、温度信号が送信される条件と基準信号が送信される条件との間における僅かなば
らつき、例えば、温度信号および基準信号が異なる時点において送信されるときの僅かな
ばらつきあることを意味し(account for)、したがっていくらか異なる信号変化イベント
を受けることもあり得る。ある実施形態では、温度信号と基準信号との間の切り替えは、
ケーブル等の加熱というような、多くの信号変化イベントよりも遙かに短い時間目盛りで
行うこともでき、したがって、これらの信号変化イベントの温度信号に対する影響は、あ
ったとしても、基準信号に対するこれらの信号変化イベントの影響とは殆ど差違がない場
合もある。
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【００１８】
　信号変化イベントが温度信号および基準信号に影響を及ぼす態様および／または程度に
おけるばらつきの一部は、更に、温度信号および基準信号が多重化されると更に最小化す
ることもできる。このため、ある実施形態では、スイッチが信号マルチプレクサを含んで
もよい。信号マルチプレクサは、温度信号および基準信号を同時に出力するように構成す
ることができる。スイッチがマルチプレクサを含む実施形態では、システム（例えば、信
号変換器等）はディマルチプレクサも含み、ディマルチプレクサは、温度信号および基準
信号を適正に測定できるように、またそうでなければ信号変換器によって処理できるよう
に、温度信号および基準信号を互いから分離する。
【００１９】
　開示するスイッチの位置付けによって、温度信号が変更されるのと同様にまたは実質的
に同様に、および／または同じ程度にまたは実質的に同じ程度に、基準信号を変更するこ
とが可能になるので、このスイッチの配置により、こうしなければ、損失、ケーブルの温
度変化等のような信号変化イベントによって、従来のように構成された温度検知システム
に混入されるであろうあらゆる誤差を事実上排除する。その結果、信号変化イベントは、
変更された温度信号および変更された基準信号の双方によって行われる温度計算の精度に
は殆どまたは全く影響を及ぼさない。このように、本開示の教示を組み込んだ温度検知シ
ステムは、ソースの温度を計算するときの補正の必要性を低減または排除することができ
る。
【００２０】
　本開示の他の形態は、マイクロ波の１つ以上の周波数というような電磁放射線を検知す
る温度検知システムによって行われる温度計算における誤差を低減する方法に関する。こ
のような方法は、温度測定値を得ようとするソースを識別する、または標的にするステッ
プを含むことができる。ソースの温度を表す電磁放射線（例えば、マイクロ波放射線等）
がソースから得られる（例えば、ソースに向けてしかるべきアンテナを配向すること等に
よって）。次いで、受信される電磁放射線に対応する温度信号（例えば、受信される電磁
放射線の強度）を生成することができる。加えて、既知の固定特性を有することができる
基準信号も生成される。
【００２１】
　温度信号および基準信号は、少なくとも部分的に、同じまたは共通の導体エレメント（
例えば、ケーブルの導体エレメント等）に沿って伝えることができる。ある実施形態では
、共通の導体エレメントが、温度信号が伝えられる距離の大部分、または実質的に全てに
わたり、温度信号が生成される地点（例えば、アンテナの出力等）から信号変換器に隣接
する位置まで延びることができる。したがって、温度信号および基準信号は、同じ信号変
化イベント（例えば、損失、ケーブル温度の変化等）または変更を受けることができる。
【００２２】
　同じまたは実質的に同じ変更を受けた温度信号および基準信号は、信号変換器（例えば
、放射計等）によって受けることができ、この信号変換器において、これらを測定するこ
とができ、またそうでなければ、誤差補正を行うにしても大きな影響を与えることなく、
ソースの温度計算を可能にするやり方で処理することができる。
【００２３】
　開示する主題の他の形態、ならびに種々の形態の特徴および利点は、以下に続く説明、
添付図面、および添付した特許請求の範囲の検討により、当業者には明らかになるであろ
う。
【図面の簡単な説明】
【００２４】
　図面において、
【図１】図１は、温度信号がケーブルの長さ方向に送信されるときに起こるおそれがある
信号減衰、または損失の模式表現である。
【図２】図２は、ケーブルの損失に対する温度の影響を、異なる損失値毎に示すグラフで
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ある。
【図３】図３は、マイクロ波のような電磁放射線による温度監視および／または測定シス
テム、あるいは温度検知システムのコンポーネントの配置(arrangement)を模式的に示す
。
【図４】図４は、アンテナおよびスイッチを含む温度検知システムの変換器の実施形態を
示す。
【図５】図５は、アンテナと、温度信号をアンテナから信号変換器まで伝えるケーブルと
の間に組み込むように構成されたスイッチの実施形態を示す。
【図６】図６は、温度信号をアンテナから信号変換器に送信するケーブルの実施形態を示
し、このケーブルが、アンテナの出力と結合するように構成された端部に、またはこれに
隣接してスイッチを含む。
【図７】図７は、スイッチとして採用することができる信号マルチプレクサ、および相補
信号変換器の対応するディマルチプレクサを模式的に示す。
【発明を実施するための形態】
【００２５】
　図３は、温度検知システム１０の実施形態を示す。図１の温度検知システム１０は、ア
ンテナ１４、スイッチ２０、ケーブル３０、および信号変換器４０を含む。
　温度検知システム１０のアンテナ１４は、変換器１２の一部を含むことができる。温度
検知システム１０は、アンテナ１４がソースＳの温度を示すマイクロ波のような電磁放射
線を受信できるようなやり方で、アンテナ１４を配向するように構成することができる。
具体的であるが非限定的な実施形態では、ソースＳは、対象の体の特定の位置（例えば、
対象の体内の位置等）を含むことができ、変換器１２は、対象の体の特定の位置における
温度の非侵襲的監視および測定を可能にするように、対象の体の一部に向けて(against)
位置付けし配置する(positioned and placed)ように構成することができる。更にもっと
具体的には、変換器１２は、対象の頭部内における温度（例えば、対象の脳温度等）の非
侵襲的検知および測定を可能にするやり方で、対象の頭部に向けて配置可能に構成するこ
とができる。
【００２６】
　アンテナ１４は、目標の電磁放射線、即ち、電磁放射線の一定の周波数または波長、あ
るいは電磁放射線の一定の周波数範囲または波長範囲を受信するように構成する、または
同調させることができる。目標の電磁放射線を受信すると、アンテナ１４は温度信号ＳＴ

を生成し出力する。温度信号ＳＴは、受信された目標の電磁放射線についての情報（例え
ば、その強度等）を搬送する。アンテナ１４の出力１６は、温度信号ＳＴをスイッチ２０
に伝達する。
【００２７】
　スイッチ２０は、既知の放射計スイッチと同様の構成を有すればよい。種々の実施形態
において、スイッチ２０は、第１入力２２、第２入力２４、切り替えエレメント２６、お
よび出力２８を含むことができる。
【００２８】
　第１入力２２は、アンテナ１４の出力１６と連通する。つまり、アンテナ１４が温度信
号ＳＴをその出力１６を介して伝達すると、これらの温度信号ＳＴは第１入力２２を介し
てスイッチ２０に入ることができる。
【００２９】
　スイッチ２０の第２入力２４は、基準信号ＳＲを受けるように構成することができる。
更に具体的には、第２入力２４は終端２５と連通することができる。終端２５は、終端抵
抗を生成する。ここでは、これを既知で固定の特性を有する「基準信号ＳＲ」とも呼ぶ。
【００３０】
　スイッチ２０の切り替えエレメント２６は、第１入力２２からの温度信号ＳＴおよび第
２入力からの基準信号ＳＲを交互に出力２８に伝えるように構成されている。ある実施形
態では、第１入力２２と第２入力２４との間の切り替えエレメント２６の移動を自動にす
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ることもできる（例えば、一定の頻度等で行われる）。あるいは、切り替えエレメント２
６は、第１入力２２からの温度信号ＳＴまたは第２入力２４からの基準信号ＳＲを出力２
８に伝達するように、選択的に位置付けられてもよい。
【００３１】
　出力２８から、温度信号ＳＴおよび／または基準信号ＳＲがケーブル３０の導体エレメ
ント３２の入力端３４または「変換器端」に伝達される。温度信号ＳＴおよび基準信号Ｓ

Ｒが導体エレメント３２の長さ方向に、その入力端３４から反対側の出力端３６、または
「受信機端」まで伝えられると、複数の信号変化イベント（例えば、損失、ケーブル温度
等）の内任意のものが温度信号ＳＴおよび基準信号ＳＲを変化させるおそれがある。スイ
ッチ２０の切り替えエレメント２６が温度信号ＳＴと基準信号ＳＲとの間で十分高い頻度
で交替する実施形態では、温度信号ＳＴに影響を及ぼす信号変化イベントは、基準信号Ｓ

Ｒにも同じ程度にまたは実質的に同じ程度に、および／または同様にまたは実質的に同様
に影響を及ぼす。
【００３２】
　ケーブル３０は同軸ケーブルを含むことができる。このような実施形態では、コネクタ
が同軸ケーブル・コネクトを含めばよい。
　温度信号ＳＴおよび基準信号ＳＲは、ケーブル３０の導体エレメント３２の出力端３６
から信号変換器（例えば、放射計ユニット４０）に伝達され、信号は、ソースＳの温度の
計算を可能にするやり方で測定されるか、またそうでなければ処理される。このような計
算は、当技術分野では周知のやり方で行うことができるが、精度高い温度測定値を供給す
るために必要とされる補正の度合いを低減することができる。ある実施形態では、温度信
号ＳＴに生じた誤差誘発変更はいずれも、同程度または実質的に同程度の、および／また
は同様または実質的に同様の基準信号ＳＲに対する変更によって、打ち消される、または
排除される。このため、他の場合では温度信号ＳＴには影響を及ぼすが基準信号ＳＲには
及ぼさない信号変化イベントに対して補正するために必要とされた可能性がある補正の一
部または全部を行うことなく、 温度計算を行うことができる。
【００３３】
　図３によって示される配置は、種々の異なる方法で実現することができる。図４～図６
は、それぞれ、温度検知システム１０’、１０”、１０'''のいくつかの実施形態を示す
。これらの実施形態はいずれも、開示する主題の範囲を限定するように解釈してはならな
い。
【００３４】
　図４の温度検知システム１０’では、スイッチ２０’は、アンテナ１４も含む変換器１
２’に組み込まれている。更に具体的には、スイッチ２０’は、アンテナ１４の出力１６
と結合エレメント１８’との間に位置付けることができる。結合エレメント１８’は、ケ
ーブル３０の導体エレメント３２の入力端３４を受ける。
【００３５】
　図５は、温度検知システム１０”の実施形態を示し、スイッチ２０”が、従来通りに近
い構成の変換器１２”（例えば、スイッチを欠く変換器等）および任意の適したケーブル
３０と共に使用されるように構成されている。更に具体的には、スイッチ２０”の第１入
力２２”は、入力結合エレメント２３”を含むことができる。入力結合エレメント２３”
は、変換器１２”の出力１６において結合エレメントと結合するように構成することがで
きる（例えば、同軸ケーブル・コネクタ等）。同様に、スイッチ２０”の出力２８”は、
出力結合エレメント２９”を含むことができる。出力結合エレメント２９”は、相補的に
構成されたエレメント３５（例えば、同軸ケーブル・コネクタのような標準的なコネクタ
等）と、ケーブル３０の導体エレメント３２の入力端３４において結合するように構成さ
れている。
【００３６】
　図６によって示す実施形態では、スイッチ２０'''はケーブル３０'''の一部である。更
に具体的には、スイッチ２０'''はケーブル３０'''の入力端３４'''に、またはこれに隣



(10) JP 2017-500565 A 2017.1.5

10

20

30

40

50

接して配置されている。入力結合エレメント２３'''は、変換器１２'''のアンテナ１４の
出力１６とスイッチ２０'''の第１入力２２'''との間で通信を行うために、変換器１２''
'の結合エレメント１８'''と着脱自在に結合するように構成されている。スイッチ２０''
'の出力２８'''は、ケーブル３０'''の導体エレメント３２'''に直接接続されてもよい。
図５によって示した実施形態と同様、このような配置は、従来通りに近い構成の変換器１
２'''（例えば、スイッチを欠く変換器等）との使用に有用である。
【００３７】
　以上の実施形態ではいずれも、スイッチ２０、２０’、２０”、２０’’’は、従来通
りに構成されたスイッチに加えて、信号マルチプレクサを含むことができる。これより図
７に移ると、このような多重化を可能にする電気回路、即ち、スイッチ２０の上流側にあ
る信号マルチプレクサ１２０の実施形態の模式的表現が示されている。具体的には、図７
は、アンテナ１４の出力１６、出力１６と連通する導体１２２を含むキャパシタ１２６、
キャパシタ１２６の反対側の導体１２４と連通する他の信号源１２５（例えば、基準温度
センサ等）、および他の信号源１２５と直列の出力１２８を示す。この配置は、温度信号
ＳＴと、基準温度センサからの温度信号等のような他の信号との多重化を可能にすること
ができる。
【００３８】
　勿論、温度検知システム１０、１０’、１０”、１０'''が信号マルチプレクサ１２０
を含む実施形態では、ディマルチプレクサ６０が信号変換器４０に関連付けられる。信号
変換器４０によって受け取られた信号は、第１キャパシタ６４に、そしてインダクタ６８
に伝えられる。これらは互いに並列になっている。第１キャパシタ６４を交差する信号は
、１つ以上の放射計６６に伝えられ、各放射計６６は、受けた信号を電圧に変換する。イ
ンダクタ６８を通過した信号は、放射計７０または第２キャパシタ７２に伝えられる。こ
れらは互いに並列になっている。第２キャパシタ７２は接地７４に接続されている。この
構成は、温度信号ＳＴの、基準温度センサからの温度信号等のような、他の信号からの多
重分離を可能にする。
【００３９】
　戻って図３を参照して、温度検知システム１０によって行われる温度計算において誤差
を低減する方法の実施形態を示す。このような方法は、温度測定値を得ようとするソース
Ｓを識別すること、または標的にすることを含むことができる。ソースＳから放出しソー
ス４の温度を表す電磁放射線Ｒ（例えば、マイクロ波放射線等）が、しかるべく構成され
および／または同調されたアンテナ１４をソースＳに配向することによってというように
して、検出される。次いで、受信した電磁放射線Ｒに対応する温度信号ＴＳ（例えば、受
信した電磁放射線の強度等）をアンテナ１４によって生成することができる。加えて、既
知の固定特性を有することができる基準信号ＳＲも終端２５によって生成される。
【００４０】
　温度信号ＳＴおよび基準信号ＳＲは、少なくとも部分的に、同じまたは共通のケーブル
３０または他の適した導体エレメントに沿って伝えることができる。ある実施形態では、
ケーブル３０は、温度信号ＳＴが伝えられる距離の大部分、または実質的に全域にわたっ
て、温度信号が生成されるアンテナ１４の出力１６に隣接する位置から信号変換器４０ま
で延びることができる。したがって、温度信号ＳＴおよび基準信号ＳＲは、同じ信号変化
イベント（例えば、損失、ケーブル温度変化等）、変転(corruption)、または他の有害な
影響を受けることができる。
【００４１】
　同じまたは実質的に同じ変更を受けた温度信号ＳＴおよび基準信号ＳＲは、信号変換器
４０によって受けることができ、信号変換器４０において、これらを測定することができ
、またそうでなければ、誤差補正を行うにしても大きな影響を与えることなく、ソースＳ
の温度計算を可能にするやり方で処理することができる。
【００４２】
　以上の説明では多くの詳細について説明したが、これらは請求項のいずれの範囲も限定
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すると解釈してはならず、単に開示した主題のエレメントまたは特徴のいくつかの実施形
態および変形の例示を提供するに過ぎないと解釈してしかるべきである。開示した主題の
他の実施形態も、請求項のいずれの主旨や範囲からも逸脱することなく、考案することが
できる。異なる実施形態からの特徴を組み合わせて使用することもできる。したがって、
各請求項の範囲は、その平易なことばおよびその法的な均等物によってのみ限定されるこ
ととする。
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